
令和６年度当初予算知事審査における主要な議論 

（福祉部） 

■ 地域におけるこどもの居場所支援団体育成事業（S219）

知  事 県はすでにこどもの居場所の地域ネットワークの立ち上げ

や体制強化のための支援を実施している。 

  この地域ネットワークが新規のこどもの居場所の支援も担

っているのであれば、新たにこどもの居場所支援団体を育

成しなくても地域ネットワークがその役割を果たしている

のではないか。 

担当部局 本事業はこどもの居場所を運営する団体や関係者等の地域

ネットワークへの新規参入を促す支援も行うが、主な事業

内容は、市町村と地域をつなぐ中間支援団体を育成し、地

域の課題を解決するための先駆的な居場所事業を実施する

など、より発展的な取組となっている。

知  事 令和６年度は県 10/10 の補助で実施するが、市町村主体の

取組であるため、将来的には補助率を下げることも検討し

てもらいたい。 

担当部局 承知した。 



■ 潜在保育士活躍応援事業（S238）

知 事 本事業のみで現状不足している保育士 200 人を確保するの

は難しいと考える。そのため、例えば県内に就職すると家

賃代として最大 7 万円超の補助があるなど、魅力のあるコ

ンテンツを発信するなど訴求方法も工夫してもらいたい。

また、ポータルサイトの効果検証では、ダイレクトメール

受信者からのアクセス数やインターネット広告からのアク

セス数なども参考にしてもらいたい。

担当部局 潜在保育士に対して効果的に PR していく。ポータルサイト

の効果検証ではアクセス数も確認していく。 

知  事 保育士資格を取得してからしばらく時間が経った人などに

学び直しの機会を提供しているか。 

担当部局 既存事業で潜在保育士に対する学び直しのための研修会を

実施している。 
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県民の暮らしの安心確保

9,000 9,000

生活の安心支援

前年額 0

決定額 9,000

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

　今後市町村が「こどもの居場所づくり」を計画的に推
進する必要があるため、市町村と地域をつなぐ機能を持
つ団体を育成し、市町村と当該団体が協働してこどもの
居場所づくりを支援することで地域の課題解決を目指す
モデル事業を実施する。

　地域におけるこどもの居場所支援団体育成事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,000千円

（１）事業内容
　　　今後市町村が「こどもの居場所づくり」を計画的に推進する必要があるため、市町村と地域をつなぐ機能を持つ
　　　団体の育成及びモデル事業実施に係る費用を助成する。

（２）事業計画
　　　市町村（3市町村）

（３）事業効果
　　　・市町村によるこどもの居場所づくり支援体制の確立
　　　・こどもの居場所の安定した運営
　　　　【活動指標(アウトプット)】モデル事業実施市町村への補助(3件)
　　　　【成果指標(アウトカム)】こどもの居場所支援団体の立ち上げ(3団体)(3年間で合計9団体)
　　　　　　　　　　　　　　　　令和6年度：3団体、令和7年度：3団体、令和8年度：3団体
　　　　　　　　　　　　　　　　市町村と居場所団体との連携で、困難を抱えた子供や家庭の見守りが行われる
　　　　　　　　　　　　　　　　地域全体で子供を育てる社会が実現する２　事業主体及び負担区分

（県10/10）市0

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
人件費（既存分）なし
人件費（増員分）9,500千円×0.5人＝4,750千円
組織の新設・改廃　少子政策課をこども政策課とこども
家庭支援課に分割、本事業の所管はこども家庭支援課

02
令和 8年度 分野施策 0206

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

1,10
1-2,1-b,10-2

児童福祉総務
費

児童福祉事業費
番号 事業名

事 業
期 間

令和 6年度～ 根 拠
法 令

子どもの貧困対策の推進に関する法律第10条、第11条、第12
条、第13条

款

針路

会計

S219 地域におけるこどもの居場所支援団体育成事業 一般会
計

民生費 児童福
祉費

項 目

令和 6年度予算見積調書 課室名:

説明事業

少子政策課
担当名: ひとり親・子供の未来応援担当

内線: 3348 (単位：千円)



目

令和 6年度予算見積調書 課室名:

説明事業

少子政策課
担当名: 施設運営・人材確保担当

内線: 3349 (単位：千円)
会計

S238 潜在保育士活躍応援事業 一般会
計

民生費 児童福
祉費

項
児童福祉総務
費

保育所地域子育て支援事業費
番号 事業名

事 業
期 間

令和 6年度～ 根 拠
法 令

子ども・子育て支援法第3条、児童福祉法第45条、児童福祉
施設の設備及び運営に関する基準第33条

款

針路 04
分野施策 0402

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

4
4-1,4-2

　新卒保育士として就職する人数が減少傾向の中、更な
る保育士需要に対応するため、潜在保育士の掘り起こし
を図り、新たに制作するポータルサイトを通じて復職に
向けた効果的なプッシュ型の情報発信を行うことで、潜
在保育士の再就職を促進する。

　ア　潜在保育士掘り起こし事業　　　　　20,777千円
　イ　保育士支援ポータルサイト制作事業　11,459千円

（１）事業内容
　　ア　潜在保育士掘り起こし事業　　　　　　　　　　　　　20,777千円
　　　　保育士免許登録者のうち保育士として働いてない、いわゆる潜在保育士にターゲットに、デジタル広告
　　　や一斉通知(ダイレクトメール)を実施する。

　　イ　保育士支援ポータルサイト制作事業　　　　　　　　　11,459千円
　　　　潜在保育士が就職に向けてワンストップで情報収集できるポータルサイトを構築する。

（２）事業計画
　　ア　広報事業の委託
　　　　デジタル広告(大手検索サイト、動画配信サイト等)
　　　　ダイレクトメール(保育士免許登録者向け、78,000通)
　　イ　ポータルサイト制作の委託
　　　　4月：業者と委託契約、制作開始
　　　　10月：サイト公開
　
（３）事業効果
　　　【活動指標(アウトプット)】
　　　　ア、イ　サイト閲覧数60,000人、保育士・保育所支援センター登録者数7,000人、マッチング数300人
　　　【活動指標(アウトカム)】
　　　　ア　潜在保育士を掘り起こし、高まる需要に対応できる保育士数を継続的に確保することが出来る。
　　　　イ　新規のサイト登録者が増加し、保育士・保育所支援センターに繋ぐことにより、県内保育所等に
　　　　　200人の保育士を確保し、定員まで受け入れられる体制を整えることが出来る。
　　　　ア、イ　必要な保育士が確保され、誰もが必要な保育サービスを受けられる。

２　事業主体及び負担区分
ア　(県10/10)
イ　(国1/2・県1/2)

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)(款)社会福祉費(細目)児童福祉費
(細節)子ども・子育て支援費(積算内容)保育対策総合支
援事業費補助金

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
人件費（既存分）9,500千円×1人＝9,500千円
人件費（増員分）なし
組織の新設・改廃　少子政策課をこども政策課とこども
家庭支援課に分割、本事業の所管はこども家庭支援課

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 32,236 4,054

前年額 0 0
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子育てに希望が持てる社会の実現

28,182 32,236

子育て支援の充実
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